
  
 

Ⅲ 参考資料 



公立小学校等（小学校、中学校、義務教育学校若しくは中
等教育学校（前期課程に係るものに限る。）で公立のも
の）又は特別支援学校

上記以外のもの

卸売市場

上記以外のもの

保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が
利用する官公署

上記以外のもの

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの（主と
して高齢者、障害者等が利用するものに限る。）

上記以外のもの

体育館（一般公共の用に供するものに限る。）、水泳場
（一般公共の用に供するものに限る。）若しくはボーリン
グ場

遊技場

上記以外のもの

飲食店

上記以外のもの

郵便局、銀行その他の金融機関の店舗又は電気事業・ガス
事業・電気通信事業に係る営業所

理髪店又は美容院

上記以外のもの

自動車教習所又は学習塾

上記以外のもの

一般公共の用に供するもの

上記以外のもの

公
園

注）

　　　共同生活援助及び老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の２第６項に規定する認知症対応型老人共同生
　　　活援助事業を行うための建築物に限ります。
　*5　障害者総合支援法第５条第７項に規定する生活介護、同条第13項に規定する就労移行支援及び同条第14項に
　　　規定する就労継続支援並びに老人福祉法第５条の２第３項に規定する老人デイサービス事業及び同条第５項に
　　　規定する小規模多機能型居宅介護事業を行うための建築物に限ります。

１　整備基準等適用表

対象規模については、整備基準の適用に当たっては用途面積（工事部分の床面積の合計）で、小規模緩和及び

(16) 理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装
　屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む
　店舗

(17) 自動車教習所又は学習塾、華道教室、
　囲碁教室その他これらに類するもの

(18) 工場

(19) バリアフリー法第２条第５号に規定する旅客施設

(12) 体育館、水泳場、ボーリング場その他
　これらに類する運動施設又は遊技場

(13) 博物館、美術館又は図書館

整備誘導基準の適用に当たっては延べ面積（１棟全体の床面積の合計。増改築等の場合は、増改築等の後の

用　　　途

(10) 老人ホーム、保育所、福祉ホーム
　その他これらに類するもの

建
築
物

(1) 学校

(8) 事務所

(11) 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの

(24) 神社、寺院又は教会

１棟全体とします。）で考えます。

(6) 卸売市場又は百貨店、マーケット
　その他の物品販売業を営む店舗

(7) ホテル又は旅館

(2) 病院又は診療所

(3) 劇場、観覧場、映画館又は演芸場

(4) 集会場又は公会堂

(5) 展示場

(14) 公衆浴場

(15) 飲食店又はキャバレー、料理店、ナイト
　クラブ、ダンスホールその他これらに類するもの

(9) 共同住宅、寄宿舎又は下宿

(25) 消防法第８条の２第１項に規定する地下街

(2) 遊園地、動物園又は植物園（(1)に規定する都市公園に設けられる公園施設であるものを除く。）

(20) 自動車の停留又は駐車のための施設

(21) 公衆便所

(23) 火葬場

(22) 公共用歩廊
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小規模緩和

便所 便所 授乳場所 避難口 集団補聴

子育て支援 オストメイト 誘導灯 設備

用途面積 階数 用途面積 延べ面積 延べ面積 延べ面積 延べ面積 延べ面積

1,000㎡以上 ２

2,000㎡以上 ３

1,000㎡以上 ２  1,000㎡以上  500㎡未満 *2 10,000㎡以上 5,000㎡以上 1,000㎡以上

1,000㎡以上 ２  1,000㎡以上  500㎡未満 10,000㎡以上 5,000㎡以上 1,000㎡以上 全て

1,000㎡以上 ２  1,000㎡以上  500㎡未満 *3 10,000㎡以上 5,000㎡以上 1,000㎡以上 全て

1,000㎡以上 ２  1,000㎡以上  500㎡未満 10,000㎡以上 5,000㎡以上 1,000㎡以上

 500㎡未満

1,000㎡以上 ２  1,000㎡以上  500㎡未満 10,000㎡以上 5,000㎡以上 1,000㎡以上

1,000㎡以上 ２  500㎡未満 1,000㎡以上

1,000㎡以上 ２  1,000㎡以上 10,000㎡以上 5,000㎡以上 1,000㎡以上

3,000㎡以上 ３

3,000㎡以上 ３

1,000㎡以上 ２  500㎡未満 *4

2,000㎡以上 ３

1,000㎡以上 ２  500㎡未満 *5 1,000㎡以上

2,000㎡以上 ２  1,000㎡以上  500㎡未満 5,000㎡以上 1,000㎡以上

2,000㎡以上 ２  500㎡未満 1,000㎡以上

 1,000㎡以上 *1  500㎡未満 5,000㎡以上 1,000㎡以上

1,000㎡以上 ２  1,000㎡以上 10,000㎡以上 5,000㎡以上 1,000㎡以上

1,000㎡以上 ２  1,000㎡以上  500㎡未満 1,000㎡以上

1,000㎡以上 ２  1,000㎡以上  500㎡未満 10,000㎡以上 5,000㎡以上 1,000㎡以上

 500㎡未満 10,000㎡以上 1,000㎡以上

1,000㎡以上 ２  1,000㎡以上 1,000㎡以上

1,000㎡以上 ２  1,000㎡以上  500㎡未満 1,000㎡以上

1,000㎡以上 ２  1,000㎡以上  500㎡未満 1,000㎡以上

2,000㎡以上 ３

5,000人／日以上 全て 全て

2,000㎡以上 ２

50㎡以上 ２  50㎡未満

全て

全て 全て 全て

　*1　一般公共の用に供されない体育館及び一般公共の用に供されない水泳場を除きます。
　*2　病院及び病室を有する診療所を除きます。
　*3　１室の床面積が200㎡以上の集会室を有するものを除きます。
　*4　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）第５条第17項に規定する
　　　共同生活援助及び老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の２第６項に規定する認知症対応型老人共同生
　　　活援助事業を行うための建築物に限ります。
　*5　障害者総合支援法第５条第７項に規定する生活介護、同条第13項に規定する就労移行支援及び同条第14項に
　　　規定する就労継続支援並びに老人福祉法第５条の２第３項に規定する老人デイサービス事業及び同条第５項に
　　　規定する小規模多機能型居宅介護事業を行うための建築物に限ります。

整備誘導基準整備基準

昇降機設置義務

対象の概要

高低差がある場合
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２ 主な寸法の基本的な考え方 
 

 

・車椅子が通過できる幅 

[例]屋内の出入り口の幅 

・車椅子が通過しやすい幅 

[例]玄関の出入り口の幅 

・車椅子が通行しやすい幅 

・歩行者が横向きになれば車椅

子とすれ違える幅 

[例]廊下の幅 

 

・車椅子が 180°転回できる幅 

[例]廊下の幅 

・車椅子が 360°回転で

きる幅 

・車椅子と歩行者がす

れ違える幅 

・車椅子同士がすれ違える

幅 

・車椅子同士が走行できる

幅 

・二本丈使用者と車椅子

がすれ違える幅 
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３ 車椅子使用者に関する寸法 
 

(１)車椅子の寸法 

■手動車椅子の寸法 

■電動車椅子の寸法 

(２)車椅子使用者の人間工学的寸法 
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 (３)車椅子使用者の動作寸法 

■手動車椅子の 

 最小動作空間 

■電動車椅子の 

 最小動作空間 
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４ 杖使用者の人間工学的寸法 
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５ 床（路面）仕上げの考え方 

 

【基本的な考え方】 

・床（路面）の材料及び仕上げは、床（路面）の使用環境を考慮し、障害者や高齢者をはじめ誰もが

安全かつ快適に通行できるものとします。 

・玄関部分等濡れやすい箇所や傾斜面に使用する材料や仕上げについては、特に配慮が必要です。 

 

【床（路面）の仕上げと設計・施工上の配慮事項】 

（外部仕上げ） 

表面の仕上げ 通 行 性 配 慮 事 項 

・アスファルト舗装 

・コンクリート舗装 

・豆砂利洗い出し舗装 

◆一般に凹凸が少なく、滑りにくいため通

行しやすい。 

◆透水性に乏しいため、排水処理について

十分な検討が必要になる。 

・レンガ舗装 

・タイル舗装 

・インターロッキング舗装 

・木レンガ舗装 

◆目地のくぼみが大きいと、車椅子に振動

が伝わることにより、不快感が生じるだ

けでなく身体状況によっては通行が困難

となる。また、杖やつま先がひっかかり

やすい。 

◆路盤が軟弱な場合、舗装材が浮いたり傾

いたりして凹凸ができやすい。 

◆素材や仕上げによっては、濡れると滑り

やすいものがある。 

◆できるだけ目地幅を詰め、不陸がないよ

うに仕上げる。 

◆地盤の悪い場所や車が乗り入れる箇所

等では、路盤の構造にも留意する。 

◆濡れても滑りにくい材料や仕上げのも

のを選択する。 

・土系舗装 

◆一般に凹凸が少なく、滑りにくいため通

行しやすい。 

◆雨による浸食等により凹凸ができやす

いため、十分な維持補修が必要になる。 

◆透水性に乏しいため、排水処理について

十分な検討が必要になる。 

・芝舗装 

・木チップ舗装 

◆表面が柔らかく、車椅子の通行は困難。 ◆車椅子の通行が予測される箇所には適

さない。 

・砂利舗装 
◆締め固めをしない砂利敷きでは、車椅子

の車輪が食い込みやすく、通行は困難。 

◆車椅子の通行が予測される箇所には適

さない。 

・石張舗装 

（右欄のほか、レンガ舗装

の欄を参照） 

◆割肌の小舗石等、表面の凹凸や目地のく

ぼみが大きいものは、車椅子使用者や杖

使用者等の通行は困難。 

◆磨き仕上げをしたものは、濡れると滑り

やすい。 

◆表面の凹凸が大きいものは、車椅子の通

行が予測される箇所には適さない。 

◆できるだけ目地幅を詰め、不陸がないよ

うに仕上げる。 

◆小叩き仕上げやバーナー仕上げ等、凹凸

が小さく滑りにくい仕上げとする。 

 

（内部仕上げ） 

表面の仕上げ 通 行 性 配 慮 事 項 

・塩化ビニルシート 

・塩化ビニルタイル 

◆一般に通行しやすい。 ◆玄関部分等、濡れやすい箇所はエンボス

（凹凸）加工のものを選択する。 

・タイル 

・石 

(上表のタイル舗装、石張舗装の欄を参照) (上表のタイル舗装、石張舗装の欄を参照) 

・じゅうたん 

・タイルカーペット 

◆毛足の長いものは車椅子で通行しにく

い。 

◆毛足の短いものとする。 

・塗床 
◆一般に通行しやすい ◆水に濡れやすい箇所は、ノンスリップ仕

上げとする。 

・木 

・フローリング 

◆一般に通行しやすいが、素材や仕上げに

よっては滑りやすいものがある。 

◆滑りにくい材料や仕上げのものを選択

する。 

 

【その他の留意事項】 

・滑りにくさが大きく異なる材料の複合使用は、滑ったりつまずいたりする原因となりますので、避

けるようにします。 

・置き敷きのじゅうたんや靴拭きマット等は、端部がめくれたり段差となったりしますので、使用に

あたっては注意が必要です。 
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６ 視覚障害者誘導用ブロック等 

 

 

 

７ 輝度比 

 視覚障害者誘導用ブロック等は、一般的に黄色と認知されていますので、黄色を用いるのが基本で

すが、床（路面）の色彩によっては識別することが困難になる場合も生じます。 

舗装路面上における視覚障害者誘導用ブロック等の視認性を示す指標として、輝度比があります。

それぞれの輝度を輝度計により測定し、以下の式によって算出したものです。輝度比 1.0 以下の場合

は、逆数で示します。 

 

 

輝度比＝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「視覚障害者誘導用舗装の現況に関する調査例」（岩崎聖司、坂口陸男、秋山哲男 舗装 29-4 

1994）の研究では、晴天時において輝度比 1.5～2.5 の組み合わせが、弱視者、晴眼者双方にとっ

て問題のない範囲とされています。 

 

 
 ※ 輝度（cd/㎡）：ものの明るさを表現したものであり、単位面積当たり、単位立体角当たりの放射エネルギー

（発散する光の量）を比視感度（電磁波の波長ごとに異なる感度）で計測したものです。輝度

は輝度計により測定することができます。 

誘導用ブロック等の輝度（cd/㎡） 

舗装路面の輝度（cd/㎡） 

 



 

   

    

  

 

８ 案内用図記号（JIS Z8210）
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９ 関連ＪＩＳ 
 

 

 バリアフリー、福祉のまちづくりに関連する JIS については次のものがありますので、それぞれ施設

計画の参考にしてください。 

 なお、各々の JIS の詳細については、日本産業標準調査会のホームページにて検索閲覧してご確認く

ださい。 

 

日本産業標準調査会ホームページ「JIS 検索」：

https://www.jisc.go.jp/app/jis/general/GnrJISSearch.html 

 

JIS T 0921 

「アクセシブルデザイン―標識、設備及び機器への点字の適用方法」 

標識、設備及び機器へ点字を使用する際の基本的要求事項、点字の寸法、及び使用する材料の特性並び

に実際に適用する方法について規定。 

 

 

JIS T 0922 

「高齢者・障害者配慮設計指針―触知案内図の情報内容及び形状並びにその表示方法」 

不特定多数の人が利用する施設・設備及び移動空間を視覚障害者が安全で、かつ、円滑に移動できるよう

に、施設・設備及び移動空間の位置情報を提示する触知案内図の情報内容及び形状並びにその表示方法に

ついて規定。 

 

 

JIS S 0026 

「高齢者・障害者配慮設計指針―公共トイレにおける便房内操作部の形状，色，配置及び器具の配置」 

鉄道駅、公園、集会場、病院、百貨店、事務所などに設置される不特定多数の人が利用する公共トイレ（一

般便房及び多機能便房）の腰掛便器の横壁面に、便器洗浄ボタン及び呼出しボタンの両方又はいずれか一つ

を設置する場合の、操作部（便器洗浄ボタン及び呼出しボタン）の形状、色、並びに操作部及び紙巻器の配置

について規定。 

 

 

JIS T 0901 

「高齢者・障害者配慮設計指針―移動支援のための電子的情報提供機器の情報提供方法」 

主として高齢者・障害者などの利用者が、電子的情報提供機器を用いて移動するときの、利用者端末及び情

報提供方法について規定。 

 

 

JIS T 0103  

「コミュニケーション支援用絵記号デザイン原則」 

話し言葉及び文字表現によるコミュニケーションが困難な高齢者、障害のある人などが，絵記号を利用して自

分の意思及び要求を相手に的確に伝え、正しく理解されることを支援するために必要とされる基本的な絵記号

及びそれらの作図方法について規定。 

 

 

JIS T 9251  

「高齢者・障害者配慮設計指針―視覚障害者誘導用ブロック等の突起の形状・寸法及びその配列」 

視覚障害者誘導用ブロック等の突起の形状・寸法及びその配列について規定。 
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・高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準 令和３年３月 （国土交通省） 

 



・北海道福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル（北海道保健福祉部地域福祉課、平成 16年） 

 

・青森県福祉のまちづくり条例整備マニュアル 

（社団法人青森県建築士事務所協会編集、青森県健康福祉部障害福祉課発行、平成 12年） 

 

・秋田県バリアフリー社会の形成に関する条例施設整備マニュアル 

（秋田県健康福祉部福祉政策課バリアフリー促進チーム監修、社団法人秋田県建設技術センター発行、平成１５年）  

 

・神奈川県福祉のまちづくり整備ガイドブック（神奈川県福祉部地域福祉推進課、平成 14年） 

 

・大阪府福祉のまちづくり条例設計マニュアル 改訂３版（大阪府建築都市部建築指導室建築企画課、平成１５年） 

 

・岡山県福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル 

（岡山県保健福祉部障害福祉課編集、財団法人吉備高原保健福祉のむら事業団発行、平成 12年） 

 

・山口県福祉のまちづくり条例設計マニュアル 改訂版（山口県健康福祉部障害福祉課、平成 16年） 

 

・施設におけるユニバーサルデザインのサイン （佐賀県県土づくり本部建築住宅課 平成２０年）



 

京都府福祉のまちづくり条例 

施設整備マニュアル 

 

 令和７年６月発行 
 

 〒602-8570 京都市上京区下立売通新町西入 

京都府 建設交通部 建築指導課 

TEL 075-414-5346  FAX 075-451-1991 



 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 京 都 府 

表紙のマークは、京都府が進める福祉のまちづくりの

シンボルマークであり、K（Kyoto-fu）、F（Fukushi）、

M（Machizukuri）の３つの文字からできています。 

 長寿社会を迎え、障害者や高齢者をはじめ多様な人が

互いに理解し、地域社会で日常的に交流している姿をデ

ザインすることにより、ノーマライゼーションの具現化

を表現しています。 


